
1. まえがき

関西と四国間の電力連系を目的に建設が進められてきた阿南

紀北直流幹線99.8 km（ケーブル部48.9 km，架空部50.9 km）

のうち，ケーブル区間に世界最大容量の直流500 kV海底ケー

ブル（46.5 km）が適用されている。（図1及び表1参照）

この直流海底ケーブルは関西電力（株），電源開発（株）並

びにケーブルメーカー4社で開発したものであり，約50 kmの

海底ケーブル 4条はケーブルメーカー各社で 1条ずつ約 2年の

歳月をかけて製造が行われた。また，その後の布設工事におい

ては，布設ルートの紀伊水道では通航船舶が多いことにくわえ

て盛んな底引き網漁業での漁具による外傷が心配されたことか

らケーブルは全長埋設とし，布設専用船及び布設同時埋設機に

より布設精度の向上と布設期間の大幅な圧縮を図った。

本報では，世界最大容量である直流500 kV直流海底ケーブ

ルの製造から布設及び直流耐電圧試験について，その概要を報

告する。
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概　要　関西と四国間の電力連系を目的に，阿南紀北直流幹線として直流海底ケーブルの建設が進

められてきた。本海底ケーブル線路は直流500 kV双極1回線導体帰路方式で2800 MWの送電容量で

設計されており，1条当たり2800 Aという世界最大容量の直流海底ケーブルである。この直流海底

ケーブルは，関西電力（株），電源開発（株）並びにケーブルメーカー4社で開発したものであり，

約50 kmの海底ケーブル4条はケーブルメーカー各社で1条ずつ約2年の歳月をかけて製造が行われ

た。その後，平成10年4月から12月にかけて海底ケーブルは1条ずつ布設専用船及び布設同時埋設

機等により布設，埋設された後，陸上ケーブルとの接続を行い，平成11年8月に－700 kVの直流耐

電圧試験を無事終了した。今後，系統連系試験を経て平成12年7月に運転開始の予定である。なお，

古河電工製海底ケーブルは，2L本線に用いられる。
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表1 ケーブル線路概要
Outline of the cable line

送電容量

定格電圧

送電方式

定格電流

ケーブル条数

亘長

最大水深�

2800 MW

直流±500 kV（当初±250 kV運用）

双極1回線導体帰路方式

2800 A

4条（本線2条，帰線2条）

48.9 km（海底46.5 km，陸上2.4 km）

75 m



2. ケーブル

2.1 ケーブルの構造

本海底ケーブル線路は直流500 kVで1条当たり2800 Aの送

電容量が要求されることから，導体許容温度が高くとれ，かつ

長年の実績があり信頼性の高いOFケーブルとした。しかしな

がら，絶縁紙に従来のクラフト紙を適用すると絶縁厚が厚くな

り熱放散性が低下し，結果として製造能力を大きく超える大サ

イズケーブルになってしまうことから，絶縁紙には電気的特性

に優れた半合成絶縁紙（PPLP: Polypropylene Laminated Paper）

を採用し，絶縁厚の低減を図っている。

また，本海底ケーブルは，情報伝送用，温度センサ用，外傷

センサ用及び保守通信用として計 12本の光ユニットを複合す

るとともに，ケーブル埋設位置の探索を目的とした埋設位置検

知線（ポリエチレン被覆銅線）を 10本複合した構造となって

いる。（図2，図3及び写真1参照）

2.2 ケーブルの製造

古河電工では平成 8年 6月に製造を開始し，約 25 km× 2条

を工場で接続し，平成10年6月に製造を完了した。

主要製造工程は，導体製造～紙巻き～乾燥～油浸～被鉛（鉛

シース）～補強層（ステンレス鋼帯巻き）～防食被覆～鉄線鎧

装（光複合）である。

導体上に半合成絶縁紙を巻いたケーブルコアを，直径約 20

mの大型乾燥油浸釜に巻き取った。乾燥は，導体通電と釜本体

の蒸気加熱によって温度コントロールを行い，真空引きするこ

とで絶縁層に含まれるガスと水分を除去した。長尺のケーブル

全体を均一に加熱するため，コンピューターシミュレーション

により温度コントロール条件を設定し釜全体を 72ゾーンに分

割して自動温度調節を実施した。油浸は，釜内全体を脱気処理

した絶縁油で満たし加圧含浸を行った。積層されたケーブルの

乾燥・油浸状態を正確に把握するため，平衡蒸気圧，静電容量

のモニタリングを行った。

被鉛工程は，油浸釜からケーブルコアを絶縁油が満たされた

ガイドパイプを通して被鉛機に引き込み，鉛シースを施した。

鉛シースは全長を連続超音波探傷装置で欠陥のないことを確認

している。

鎧装工程では，12本の光ファイバユニット及び，埋設位置

検知用のポリエチレン被覆銅線を鉄線鎧装の下に撚り合わせ，

全長約50 km（総重量約5000 ton）を直径30 m，6000 ton仕様

の大型ターンテーブル上に巻き取った。光ファイバユニット全

芯の伝送損失変化を常時監視し，性能変化が無いことを確認し

た。

2.3 工場ジョイント

工場ジョイント（FJ）は，以下の2項目を目標性能として開

発された。

（a）電気的にはケーブル部とほぼ同等な性能を有すること

（b）機械的にはFJ部が受ける機械力に対し性能低下が無い

こと

このため，ジョイント構造は出来る限りケーブル構造に近い
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図3 光ユニットの基本構造
Construction of the optical fiber element

写真1 海底ケーブルの外観
Appearance of the submarine cable

写真2 大型乾燥油浸釜へのケーブルコア巻き込み
Storing the cable core to a large kettle for oil
impregnation after drying

図2 光複合海底ケーブル
Construction of submarine cable integrating optical fiber
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ものとするよう設計され，ケーブルとほぼ同径，等価な曲げ剛

性であることが要求された。FJの構造図を図4に示す。

1） 導体接続

7分割のセグメントを個々にTIG溶接で接続した。導体

溶接時は，FJ両脇のケーブル部を凍結することにより，

油の流出及びケーブルへのガス混入を防止した。

2） 絶縁層

ケーブルと同質，同厚，同幅の紙を使用し，除湿された

室内で同径になるよう紙巻きを行った。

3） 鉛被

ケーブルと極力同径に仕上げるべく，1重鉛被構造を採

用した。また，溶接部は超音波探傷による健全性確認を行

った。

4）補強層

鉛被溶接部への応力を緩和する目的から，縦方向の補強

を施した。

5）防食層

PEテープモールドによりケーブル外径と極力差が出な

いよう形状の仕上げを行った。

2.4 出荷試験

出荷試験は，鎧装後の全長47.6 kmのケーブルに対し，表2

に示す試験を実施した。試験状況を写真3に示す。試験項目と

しては，従来から行われている試験であるが，今回のような長

尺ケーブルへ適用することは初めてであり，従来の測定装置や

試験方法では試験実施が難しく，実施するにあたり，測定器，

試験装置などの改良，日射による温度上昇対策，直流端末構造

などの検討を事前に実施した。

特に，直流耐電圧試験は，全静電容量が約 16 µFとなり，

1000 kV課電時にケーブル中に蓄えられエネルギーは莫大なも

のとなり，安全確保にも十分な配慮がなされた。

また，直流発生装置は古河電工のGIL技術が生かされたガス

絶縁タイプのコンパクトな装置を使用することで，中間試験時

の装置移動を容易に行うことができ，かつ安全性を確保でき

た。

3. ケーブル船積み

本ケーブルの船積みは，6000 tonターンテーブルから，中間

台船を介して，ピレリ社所有の布設船ジュリオ・ヴェルネ号ま

で約300 mのルートを延線し，5日間，昼夜を徹して行われる

という大規模なものであった。ルートは，中間台船と布設船の

間でケーブルをたるませて海中に水没させ，過度の張力が加わ
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写真3 直流耐電圧試験状況
DC withstand voltage test

表2 出荷試験結果
Results of shipping inspection

試験用端末�

ケーブル 約50 km

保護抵抗�
クレーン車�

6000 ton ターンテーブル�
直流電圧発生装置�
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図4 工場ジョイント（FJ）の構造
Structure of factory joint
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図5 海底ケーブル船積み時のレイアウト
Layout of the submarine cable shipment
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ることを防止しており，各所にケーブルの線形や光ファイバユ

ニットの損失を連続で監視する警報システムを用い，電力ケー

ブル・光ユニット双方の健全性を保証した。

当初懸念された，ピレリ社のイタリア人スタッフとのコミュ

ニケーションによる工場側ケーブル送り出し装置と布設船側ケ

ーブル巻取り装置との連係操作も問題無く順調に進み，無事船

積みを終了した。

4. 布設工事

4.1 布設工法概要

4.1.1 海峡横断部の布設・埋設工法

海峡横断部の布設方式は図6に示すようにケーブルを繰り出

すと同時に埋設する同時布設埋設工法を適用し，GPSと水中

音響測位システムを用いて，常時，ケーブルの埋設位置を測定

しながら，布設工事を実施した。

従来の埋設機（ウォータージェット式）で2～3 mの深さに

埋設する場合，海峡横断に約2週間を要することが想定された。

そこで，ユーザーとの共同研究により写真5及び表3に示すウ

ォータージェット付加型鋤式埋設機を開発し，2日間で海峡横

断することとした。

布設船は50 km/5000 tonの長尺/重量ケーブルを積載・布設

できるターンテーブルを保有し，かつ，埋設機を牽引する能力

がある布設専用船として，イタリアPirelli社のジュリオベルネ

号を使用した。

4.1.2 橘湾内の布設・埋設工法

徳島側橘湾内約5 kmの区間では，水深が浅く布設専用船が

進入不可能であるため，図7に示す橘港堺付近で，布設専用船

から布設台船にケーブルを積み替え，WJ式埋設機を使用して

同時埋設工法によりケーブルを2～3 mの深さに布設・埋設し

た。

橘湾内には5カ所の岩盤部が点在している。この岩盤部にケ

ーブルを埋設するため，写真7及び表4に示す岩盤掘削機を使

用して先行溝掘削を行った。各条合計約1 kmの溝に布設台船

にてWJ埋設機を誘導してケーブルを布設した。

WJ埋設機を先行溝へ誘導するため，布設台船及びWJ埋設

機の位置を光波を用いて精密に測量するとともに，埋設機前方

の掘削溝位置をソナーで監視しながら布設を行った。

4.1.3 沿岸部の布設・埋設工法

和歌山沿岸部のケーブル揚陸地点付近では，布設専用船によ

る同時埋設に必要な水深が得られないため，徳島沿岸部で使用

したWJ式埋設機による後埋設工法を採用した。また，後埋設

区間の両端部では，ダイバーによるハンド埋設を実施した。

徳島沿岸部では，ケーブル積替え地点と揚陸地点における埋

設機で埋設できない部分に対してハンド埋設を行った。また，
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図6 布設工法概要図（同時布設埋設工法）
Simultaneous laying and embedding operation

嚮導管とケーブル� 布設専用船�

ターンテーブル�

高速布設埋設機�

写真5 ウォータージェット付加型鋤式埋設機（通称ホエー
ル号）
Plow type high speed embedding machine with water
jet

表3 ウォータージェット付加型鋤式埋設機仕様
Outline of plow type high speed embedding machine with
water jet

  項    目

掘削方式

掘削深さ

機体寸法

重　　量

                             仕    様

ウォータージェット付加型鋤式掘削
（鋤段数; 6）

0～3.3 m（可変）

長さ13.5 m，幅8.2 m，高さ7.1 m

空中105 t，水中31～87 t

写真4 海底ケーブルの船積み
Shipment of the submarine cable



岩盤掘削機による先行掘削溝とハンド埋設部には，砂を補充し

て整地し海底面を復元している。

以上の布設・埋設工法により，仕様を満たすケーブル埋設深

度が図8に示すとおりに，また予定ルートに対するケーブル布

設精度が，布設専用船側では±5 m，台船側では±1 m以内に

それぞれ確保できた。

4.2 布設工程

布設作業作業フローを図9に示す。1条目ケーブルの船積み

を1998年4月7日に開始し，このフローを4回繰り返して同年

12月17日に4条目ケーブルの布設埋設を終了させた。

古河電工製造のケーブルは3条目であり，表5に示す日程で

布設埋設工事を行った。台風が多い時期の工事を避けるため，

ケーブル船積み終了から布設準備までの期間は布設専用船を基

地港（神戸港）で待機させることになったが，この間も定期的

にケーブルの監視・点検を実施した。

5. 竣工検査

平成10年4月から12月にかけて布設された海底ケーブルは，

その後，陸上ケーブルと接続され，平成 11年 8月に－ 700

kV×15分の直流耐電圧試験を実施し，絶縁性能に問題の無い

ことを確認した。

一般論文 直流 500 kV光複合海底OFケーブルプロジェクトの完成

図8 埋設深度図記録（古河電工製造ケーブル）
Cable laying record of the Furukawa's laying operation
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表4 岩盤掘削機仕様
Outline of rock trencher

  項　目

掘削方式

走行方式

掘削深さ

掘削幅

機体寸法

重　　量�

　　　　　　　仕　様

ドラムカッター式（不陸除去仕様）
チェーンカッタ式（溝掘削仕様）

自走式

0～2.2 m（可変）

0.65 m

長さ11.5 m，幅5.5 m，高さ3.4 m

空中54 t，水中14～38 t

写真6 ケーブル積替え状況
Transshipment of cable

布設専用船�
ジュリオベルネ号�布設台船�

写真7 岩盤掘削機（通称岩掘号）
Rock trencher

図9 布設作業フロー図
Flow of cable laying

ケーブル積込�

積替�

工　場�

台船布設� 専用船布設�

後埋設�

後埋設�

現　地�

徳島側� 和歌山側�
：専用船工程�
：台船工程�



なお，直流耐電圧試験は，以下に示す3ステップの電圧を連

続課電して試験が行われた。（図10参照）

ステップ1:－275 kV（－250 kV×1.1）

ステップ2:－550 kV（－500 kV×1.1）

ステップ3:－700 kV（CIGRE推奨値）

また，直流耐電圧試験とは別に，ガス定数試験，油流抵抗試

験，絶縁油ガス測定などの試験を行い，問題のないことを確認

し，竣工検査に合格した。

6. まとめ

世界的な大プロジェクトである直流500 kV光複合海底OFケ

ーブルプロジェクトは，約2年の歳月をかけて長尺ケーブルを

製造し，平成 10年 4月から 12月にかけて実施されたケーブル

布設の後，陸上ケーブルとの接続を行い，平成11年8月に－700

kVの直流耐電圧試験を無事終了し，絶縁性能に問題のないこ

とを確認した。今後，系統連系試験を経て平成12年7月に運転

開始の予定である。

本プロジェクトを通して，検証，実用化されてきた多くの新

技術が，今後の送電技術の発展に寄与することを願いながら本

報告を終える。

最後に，本プロジェクトの推進に際し，多くの関係者の御協

力，御指導を得て無事，本プロジェクトを完了することができ

ました。改めて，御協力，御指導頂きました関係各位に深く感

謝いたします。
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図10 直流耐電圧昇圧ステップ
Stepping-up voltages of withstand DC voltage test

時間

電圧

－700 kV

－550 kV

－275 kV

約120分

10分�

10分

15分

強制放電
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表5 工事実績（古河電工製造ケーブル）
Results of Furukawa's cable laying

　　　作業内容

ケーブル積込み

布設準備（積替え）

専用船布設（揚陸含）

台船布設（揚陸含）

徳島側後埋設

和歌山側後埋設

開始

終了

開始

終了

開始

終了

開始

終了

開始

終了

開始

終了�

月　日

7/3

7/13

10/3

10/5

10/7

10/12

10/6

10/24

10/25

10/28

10/30

11/2


